
新たな市政改革の骨子(案)〈資料編〉 

（図表１） 

 

●市政改革の取組みについて 

市政改革基本方針の成果（平成 18 年度～平成 22 年度予算） 
①マネジメント改革 

○経費の削減（平成 22 年度予算までの状況） 
 経常経費 投資的経費 特別会計繰出金 合計 

削減目標 ９００億円 １,１００億円 ２５０億円 ２,２５０億円

達成額 ９２７億円 １,５０２億円 ２９０億円 ２,７１９億円

達成率 １０３％ 

 

人件費 544 億円

物件費 383 億円 １３７％ １１６％ １２１％

○事務事業の見直し 
 ■これまでに乗用公用車の見直し、文書逓送業務の民間委託化、指定管理者制度の導入などを実施 

 ■行政が行っている公共サービス等の必要性や実施方法等について、外部の視点から公開の場で議

論し、「不要・民間実施・要改善・現行どおり」等に仕分けする事務事業仕分けを実施(21 年 2

月、8月) 

■地対財特法期限後の事業等の見直し（削減額 ▲７９億円） 

⇒人権文化ｾﾝﾀｰ・地域老人福祉ｾﾝﾀｰ・青少年会館を廃止、委託事業・補助金等の見直しなど 

○経費削減の取組（平成 20 年度とりまとめ ⇒ 21・22 年度実施） 

 ■市政改革基本方針で掲げられた経費の削減、職員数の削減などの数値目標の達成をめざし

て、   

  スピード感を緩めることなく各項目の取組を推進 

    ■真に必要な市民サービスの低下をきたさないよう「市民の目線」に立った取組を推進 

○事務事業総点検（平成 21 年 11 月中間とりまとめ） 
   ■当面の税収悪化に伴う財政収支不足に対応し、少子高齢化やグローバル化の進展など社会

経済環境の大きな変化を踏まえ、施策転換の時期に来ているとの認識のもと、新たな市政

改革につなげるため、全ての事務事業[3,174 事業]についてゼロベースから点検・精査 

○職員数の削減 目標▲約７,０００人超・職員数を３万人台に    5 ヵ年累計 
平成 17 年 10 月    平成 22年４月（見込み） 削減数（達成率） 

４７,６０８人 ３９,１７１人 ８,４３７人（111％） 

■級別標準職務表の見直し、勤務実績に応じた昇給制度の導入等給与制度改革を実施（平成

19 年 4月実施） 

■管理職ポスト数の削減  

平成 17 年 10 月   平成 22年４月（見込み） 削減数 

９,７１１人 ７,８９５人 １,８１６人

○外郭団体等の改革 
■外郭団体等の削減（平成 21 年度までの取組実績） （現行計画） 

 H17.7 H22.3 

（見込）

削減数  H21.3 H22.3

（見込） 

削減目標数 削減数

監理団体 45 21 監理団体 46 45 4 1 

関連団体 

146 

74※ 7 関連団体 77 74※ 2 3 

       ※平成 22 年 3 月の関連団体数には、監理団体から関連団体となった 1団体を含む。 

■外郭団体等への委託料削減（平成22年度予算までの状況） 

 削減目標額 削減額  

監理団体 ２８０億円 ５５１億円  

関連団体 － ６６億円 ※削減額は監理団体が６ｶ年累計、関連団体が５ｶ年累計 
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②コンプライアンス改革 

○情報公開の徹底  
■情報公開推進のための指針の作成、公文書管理条例の制定、財務情報のﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ 

■情報公開室を設置し、市民が主役の「ガラス張り」の市政の実現に向け、情報公開を強力

に推進 など 

○公正確保の仕組みづくり  
■職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（18 年 4 月） 

⇒公益通報制度の導入、不当要求行為への対応、外部委員によるｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会(公正職務審査

委員会)の設置 

■各種団体との協議等のガイドラインの策定(18 年 7 月) 

⇒団体からの要望等への対応手順、報道機関への原則公開、協議内容の公表等の方針策定 

 ○組織管理の徹底 

 ■懲戒処分の指針の策定(18年4月) 

⇒職員の非違行為に対し、厳正に対処することで、服務規律の確保を図り、もって、市民の信頼

に応えることを目的に策定 

    処分の厳正化を図るため、適宜、改定を実施 

 ■懲戒条例の改正など(22年度内予定) 

⇒悪質な非違行為に対して、より厳正に対処するため停職期間を最大 1 年まで延長(従来は最大

3ヶ月)(懲戒条例の改正) 

⇒その他、停職処分を受けた職員の期末・勤勉手当の減額幅の拡大、退職後の退職手当の支給制

限・返納制度の創設など組織管理を徹底 

③ガバナンス改革   

○経営体制の再構築 
■トップマネジメント機能の強化 ～ 都市経営会議の活用 

■政策テーマごとに局組織を再編成 ⇒「こども青少年局」、「契約管財局」の新設等（19 年４月） 

 経営補佐部門の再編成 ⇒「政策企画室」「情報公開室」「市政改革室」の新設等（20 年４月） 

    市民病院の地方公営企業法全部適用への移行 ⇒「病院局」の新設（21 年４月） 

○区政改革 
■区政改革基本方針の策定（19 年 3 月） ⇒ 予算に関する区長権限の強化と区の独自財源の充実 
                                             など、区の自律経営に向けた仕組みづくり 

     ■市民協働により地域の課題解決に向けた取組ができるよう「区政改革基本方針」を具体化 

○労使関係の健全化 
■時間内組合活動の見直し ⇒ 「ながら条例」を改正し、準備行為を有給の組合活動から除外 
■労使交渉等に関するガイドライン策定、交渉内容の公開 

      ■「職員団体及び労働組合との交渉等に関するガイドライン」、「団体との協議等のもち方に

関する指針」の遵守など、透明性や公平・公正を確保した市政運営を持続 

新たな市政改革の検討 

  

 ○平成 23 年度以降の市政改革の計画の検討 

⇒ 市政全般について助言をいただくため市政改革アドバイザーを設置(20年7月～) 

⇒ 市政改革検討委員会設置(20年12月) 

⇒ 新たな市政改革の基本的な考え方について（案）公表(21年11月) 

⇒ 新たな市政改革の骨子案公表(22年2月) 

⇒ 次期市政改革素案の公表予定(22年秋頃) 
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（図表２） 

 

 

（億円）

▲２,２５０

経費の削減
（市政改革基本方針〔平成18～22年度〕）

削 減 目 標
（平成22年度）

達 成 度
（平成22年度予算）

▲５４４ ▲３８３ ▲１,５０２

人件費 物件費 投資的経費

▲２,７１９
（達成率１２１％）

経常経費 投資的経費 特別会計繰出金

▲９００ ▲１,１００ ▲２５０

▲２９０

特別会計繰出金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●健全化判断比率は基準をクリア

早期健全化基準 財政再生基準 大阪市 大阪市

 自主的 な改 善努力による
 財政健 全化

国等の関与による確 実な再生 １９年度決算 ２０年度決算

 　実質赤字比率
　 　（ 一 般 会 計等 ベ ース）

 　連結実質赤字比率
　 　（ 全 会 計ベ ース）

 　実質公債費比率
　 　（ 特 別 会 計を含 めた実 質 的公 債費 ）

 　将来負担比率
　 　（ 特 別 会計・ ３セク等を含め た実 質 的 負債 ）

算出方法

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模

※1

※2

（黒字）

（黒字）

１０.７％

２４５.７％

（黒字）

２５％以上 ３５％ 以上 １１.８％

２６３.８％

１１.２５％以上 ２０％ 以上 （黒字）

１６.２５％以上 ４０％ 以上

４００％以上

※1 （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要算入額）

※2 将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要算入額）
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（図表４） 
 

 

 大阪市（全体）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村別将来推計人口（平成 20 年 12 月推計）」 

●大阪市の人口推移並びに 15 歳未満及び 65 歳以上の人口の占める割合の将来推移 

％千人 

 

 

 

 

（図表５） 
 
 

82,289

109,658

144,773

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000

平成7年 平成12年 平成17年

 

●大阪市における 65 歳以上の単身世帯数の推移 

世帯 

32％の

増加 

資料:国勢調査 
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（図表６） 
 

 

 

大阪市地域振興会が組織化された昭和 50 年には世帯加入率は 90％を超えていたと

いわれていますが、平成 20 年１月時点では、70.5％まで減少しています。 

 

 

 

 
（図表７） 
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●地域振興会加入率の低下 

2002 年度   2003 年度   2004 年度   2005 年度 

●地域振興会連合会長平均年齢の推移 

歳 
 

 

資料:市民局区政課 2006 年度作成 大阪市 HP 事業分析「地域振興」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5



 
（図表８） 
 

●大阪市の区別の人口構造割合の変化（平成 7年－平成 17 年） 
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資料：国勢調査 
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（図表９） 

 ●企業の倒産状況       （件数等は東京商工リサーチ 全国企業倒産状況より） 

 大阪府・市地域 全 国 

21 年２月 

 

・市内  81 件、前年同月比 7.4％増

・府下 197 件、前年同月比 20.3％増

1318 件、 前年同月比 10.3％増

 

21 年３月 

 

・市内 105 件、前年同月比 1.0％増

・府下 217 件、前年同月比 11.3％増

1537 件、 前年同月比 14.1％増

 

21 年４月 ・市内  83 件、前年同月比 13.7％増

・府下 199 件、前年同月比 19.2％増

1329 件、 前年同月比  9.3％増

 

21 年５月 ・市内  95 件、前年同月比 10.5％増

・府下 193 件、前年同月比 16.3％増

1203 件、 前年同月比  6.7％減

 

21 年６月 ・市内  88 件、前年同月比 17.3％増

・府下 233 件、前年同月比 30.2％増

1422 件、 前年同月比  7.4％増

 

21 年７月 ・市内  84 件、前年同月比  6.3％増

・府下 204 件、前年同月比 10.9％増

1386 件、 前年同月比  1.0％増

 

21 年８月 ・市内 103 件、前年同月比 33.8％増

・府下 226 件、前年同月比 33.7％増

1241 件、 前年同月比  1.0％減

 

21 年９月 

 

・市内  85 件、前年同月比 15.8％減

・府下 164 件、前年同月比 16.3％減

1155 件、 前年同月比 17.9％減

 

21 年 10 月 

 

・市内 107 件、前年同月比 48.6％増

・府下 206 件、前年同月比 18.3％減

1261 件、 前年同月比 11.7％減

21 年 11 月 

 

・市内  77 件、前年同月比  8.3％減

・府下 169 件、前年同月比  2.3％減

1132 件、 前年同月比 11.3％減

21 年 12 月 

 

・市内  74 件、前年同月比  8.6％減

・府下 167 件、前年同月比 10.6％減

1136 件、 前年同月比 16.5％減

22 年 1 月 

 

・市内  72 件、前年同月比 34.5％減

・府下 166 件、前年同月比 17.0％減

1063 件、 前年同月比 21.8％減
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（図表１０）  

●完全失業者数と完全失業率 

全 国 大 阪 府  
 完全 

失業者数 
完全 
失業率 

完全 
失業者数 

完全 
失業率 

平成 11 年平均 317 万人 4.7％ 28.9 万人 6.2％ 

平成 14 年平均 359 万人 5.4％ 35.1 万人 7.7％ 

平成 19 年平均 257 万人 3.9％ 23.3 万人 5.3％ 

平成 20 年平均 265 万人 4.0％ 23.1 万人 5.3％ 

平成 21 年３月 335 万人 4.8％ 23.5 万人 5.3％ 

平成 21 年４月 346 万人 5.0％ 27.3 万人 6.2％ 

平成 21 年５月 347 万人 5.2％   

平成 21 年６月 348 万人 5.4％   

平成 21 年７月 359 万人 5.7％ 33.5 万人 7.7％ 

平成 21 年８月 361 万人 5.5％   

平成 21 年９月 363 万人 5.3％   

平成 21 年 10 月 344 万人 5.1％ － － 

平成 21 年 11 月 331 万人 5.2％ － － 

平成 21 年 12 月 317 万人 5.1％ － － 

注：大阪府の数値は、３ヶ月平均 
 

 

（図表１１） 
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資料:事業所・企業統計調査 

●事業所数・全国シェアの推移 
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（図表１２） 

 

平成20年度 普通会計決算 比較

名古屋市

その他市税

法人市民税

個人市民税

投資的経費

経常的経費 8,709億円

973億円

1,696億円

846億円

2,621億円

うち 固定・都計 2,286 億円

うち 扶助費 1,612億円

歳出 計

市税 計
5,163億円

1兆3,629億円

横浜市

その他市税

法人市民税

個人市民税

投資的経費

経常的経費 1兆1,627億円

2,002億円

3,070億円

647億円

3,578億円

うち 固定・都計 3,192 億円

うち 扶助費 2,405億円

歳出 計

市税 計
7,295億円

1兆5,529億円

大阪市

その他市税

法人市民税

個人市民税

投資的経費

経常的経費 1兆4,287億円

1,242億円

1,400億円

1,544億円

3,764億円

うち 固定・都計 3,241 億円

うち 扶助費 3,849億円

歳出 計

市税 計
6,708億円

9,682億円

人口 約253万人

人口 約361万人

人口 約217万人

※人口は住基人口で平成21年3月31日現在

 
 

 

 

（図表１３） 

 

大阪市の一般会計の推移

その他市税

法人市民税

個人市民税

第２部歳出

第１部歳出

4,434億円

1,319億円

915億円

3,857億円

うち 固定・都計 3,352億円

うち 事業費 3,537億円

歳出 計

市税 計
6,091億円

1兆5,793億円

その他市税

法人市民税

個人市民税

第２部歳出

第１部歳出 1兆1,517億円

4,276億円

1,400億円

1,544億円

3,764億円

うち 固定・都計 3,241億円

うち 事業費 3,130億円

歳出 計

市税 計
6,708億円

1兆3,867億円

その他市税

法人市民税

個人市民税

第２部歳出

第１部歳出 7,633億円

6,234億円

1,356億円

2,482億円

3,404億円

うち 固定・都計 2,820億円

うち 事業費 4,827億円

歳出 計

市税 計
7,242億円

平成元年度

決算

平成20年度

決算

平成22年度

予算案

うち 扶助費 1,767億円

うち 扶助費 3,952億円

1兆2,471億円
1兆6,905億円

うち 扶助費 4,844億円

 

 

9



（図表１４） 

 

・ガバナンスの見直し
（セーフティネットの維持）

・区への分権の再構築
・パートナーシップを推進するための
仕組みづくり

●地域から市政を変える基本的な考え方

〔これからの取組〕〔これまでの取組〕

市政改革基本方針に基づく取組【量的改革】

新たな取組

【量＋質的改革】

本
庁
か
ら
区
へ

役所の縦割りが地

域にも影響

地域課題を総合的
に解決する視点の

欠如

（地域の実態）
福 祉⇒課題の多様化

担い手⇒高 齢 化
地域の活力が隠されている

セーフティネットの再構築
地域でできること

区役所・市でしかできないこと

地
域
課
題
へ
の
的
確
な
対
応

本庁で
企画・立案

地域から行政のやり方・
仕組みを変える

 
 

資料：第 3 回大阪市行財政改革検討委員会資料（岩崎委員作成）をもとに作成  

 

 

 

（図表１５） 

●パートナーシップのイメージ

企業

地域
団体

ＮＰＯ

市民

・これまでの市民・民間との協働・連携

公共活動
（まちの課題解決・まちづくり）

協
働

協働

連
携

協
働

行政

・マルチパートナーシップ（セクター間・多主体間連携）

企業

ＮＰＯ

地域団体

行政

市民

依
頼

・協
力

まちの担い手による
協力・協働・連携の

ネットワーク

公共活動
（まちの課題解決・まちづくり）

（具体例については、付録12～１６）
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（図表１６） 

 ●
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共活動の担い手再編のイメージ

　分母を増やす、つまり、みんなで担うということ。

必要な公共活動

行政
企
業
等

地
域
団
体
等

必要な公共活動

市民
地域
団体

企業 NPO 行政支えきれない
　　　↑
社会動向の変化
・・・・

 

 

 

（図表１７） 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投入 
Input 処理過程 産出

Output
（合致するか

どうか）
地域社会の 

ニーズ 

〈外部効率性〉

〈 内部効率性 〉 

 

●「内部効率性」と「外部効率性」 

資料：第 4 回大阪市行財政改革検討委員会資料（神野 前委員長作成）  
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（図表１８） 

 

 

 

まちの「満足」と「値打ち 」をみんなで高め、そして次の世代へ

地域力の復興

●新たな市政改革の基本的な考え方について（イメージ）（案）

区役所・市役所が、
盛り上げまっせ

大阪の特性の尊重
地域でわっしょい・関西でわっしょい
市民も企業も一緒に大阪をわっしょい

区役所力・
市役所力の
強化

「『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン（H21.4）の「大阪市が目指すまちの姿」

大 都 市 、 そ し て い ち ば ん 住 み た い ま ち へ

市市 政政 改改 革革
市民も変わる・地域も変わる・市役所は変わる

未来に向けた大阪ルネサンス

４００万市民を核とした大阪にかかわる全ての人がマルチパートナーシップで“わっしょい”

市民・地域

市 役 所

相
乗

効
果

４００万市民を核とした大阪にかかわる全ての人がマルチパートナーシップで“わっしょい”

「地域から市政を変える」取組み－公共の再編－

低成長時代の社会・経済状況の中、これからも必要な公共サービスを確保するためには、
行政、市民、地域団体、ＮＰＯ、企業などが、それぞれの役割を発揮して公共サービスを担う

地域力の充実
・人材を増やす
・育成
・・・・

場と機会
・集まる場と機会

・企業の協力・・・

新たな仕組み
・支援の再構築
・資金、情報・・・

公共活動の新しい担い手
・社会的ビジネスの展開

確固たる行財政基盤の確立

体制づくり
・区役所改革
・経営形態・・・

職員づくり
・施策立案力
・コーディネート力・・・

事務事業の再構築
・外部効率性
・一律からニーズと選択・・

地域主権
の確立

抜本的・総合的な取組み 緊急の取組み

市民・地域が
元気になる

取組み

市民・地域を
元気にする

取組み

極めて厳しい
財政収支の改善
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（図表１９） 

 

●新たな市政改革（緊急の取組み・「地域から市政を変える」取組み）のスケジュール 

 

 
 
 

区役所・市役所力の強化 

緊急の取組み 

10 年程度 

（「地域から市政を変える」取組み） 

地域力の復興 

５年程度 

 … 市役力の強化  … 地域力の復興 
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（図表２０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （図表２１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般会計の歳出規模は 前年比＋627億円 ＋3.9％の増の 1兆6,905億円

18,278

17,884

17,285
17,577

16,531
16,262 15,925 16,278

14,000

16,000

18,000

14

(2002)

15

(2003)

16

(2004)

17

(2005)

18

(2006)

19

(2007)

20

(2008)

21

(2009)

22

(2010)

億円

年度

0

※全会計の歳出規模は 前年比＋151億円 ＋0.4％の増の 3兆8,550億円

16,905

扶助費の増加
などにより

歳出予算　1兆6,905億円

投資的・臨時的経費
3,537

(△183)

特別会計
繰出金等
2,569
(+111)

経常的施策経費
及び管理費

1,389
(△46)

公債費
2,204
(+38)

扶助費
4,844
(+742)

人件費
2,362
(△35)

歳　出
単位：億円
(昨年度比)

歳入予算　1兆6,905億円

譲与税・交付金
590

(△65)

地方交付税
580

(+200)

地方特例交付金
64

(△13)

市税
6,091

(△319)

国・府支出金
3,765
(+612)

公債収入
1,299
(+91)

その他

（繰入金、使用料・

手数料、諸収入など）

4,516

(+121)

歳　入
単位：億円
(昨年度比)

注）特別会計を含めた平成 22 年度全会計の総計予算：3 兆 8,550 億円 
（会計間でやりとりする重複部分を除いた純計予算：2 兆 7,034 億円） 

●一般会計歳出規模の推移（当初予算） 

●平成 22 年度一般会計当初予算案 
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（図表２２） 

 

 ●大阪市における生活保護の状況   

○保護申請件数が大幅に増加 
（21 年 12 月） 

・生活保護受給世帯数…105,474 世帯 

・生活保護受給人員…136,617 人 

・保護率…51.3‰（全国 21 年 10 月 13.9‰） 

○昨年秋以降、生活保護申請件数が急激に増加 

 保護申請件数 対前年同月比 

21 年 １月 2,143 件 153.6％ 

２月 2,419 件 160.3％ 

３月 2,893 件 181.9％ 

４月 3,246 件 190.7％ 

５月 3,064 件 181.9％ 

６月 3,538 件 192.7％ 

７月 3,616 件 201.8％ 

８月 3,032 件 194.1％ 

９月 3,108 件 193.8％ 

10 月 3,115 件 176.1％ 

11 月 3,311 件 187.6％ 

12 月 2,816 件 165.0％ 

（保護申請件数は全国トップ） 

 

（図表２３） 

△ 655 △ 614 △ 518 △ 319 △ 259 △ 216

△ 1,926

△ 1,408

△ 139

00

△ 794

△ 2,720

△ 2,504

△ 2,245

年度

（単位：億円）

　　  22　　　 　　 23　　 　　   24　　　 　　25　　　　  　26　  　　  　 27　　   　  　28　　  　　   29　　　     　30

   （2010）　 　 （2011） 　   （2012）　 　（2013）    　（2014）   　  （2015）     　（2016）       （2017）　     （2018）

早期健全化基準（△817億円）

　財政再生基準（△1,452億円）

△ 139

基準を超えると、「財政健全化計画」を

策定し、自主的且つ計画的に財政の

健全化を図ることになります。

基準を超えると、「財政再生計画」を策

定することになり、国の管理化の下、厳

しい財政の健全化が求められ、大幅な

行政サービスの見直しなど市民生活に

大きな影響を与えることになります。

単年度収支

累積収支

３

中期的な財政収支概算（平成22年度予算版）

平成30年度の累積収支不足が約▲2,700億円の見通し
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